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論 文 内 容 の 要 旨 
 
本論文の目的は、モノづくり中小企業がイノベーションを実現する論理を明らかにすることであ
る。より具体的には、「モノづくり中小企業がイノベーションのための資源動員量の制約を受けなが
ら、どのようにして資源量を確保してイノベーションを実現するのか」また、「事業化に成功してい
る中小企業のイノベーション・マネジメントの特徴や共通点は何か」という研究の問いに答えるこ
とにある。 
なぜなら、大企業を分析対象にしたイノベーション研究は、事例研究も含めて枚挙に暇がないの
に対して、中小企業のイノベーションに関する研究は限定的であることが問題認識の背景にあるた
めである。中小企業がイノベーションのための資源動員の量の制約に直面しながらも、それをどの
ように克服し、補完しながらイノベーションを実現するのかに関する研究課題は、日本企業全体の
99.7％を占める中小企業の数を鑑みても、重要な課題となっている。 
このような問題認識のもと、本論文の構成は、以下の通りになっている。 
序章では、本論文の目的や、議論の前提となるイノベーションの定義、本論文のねらい、そして、
論文全体の構成について説明している。 
第 1 章では、既存研究の分析に先立ち、本論文の問題認識を明らかにするために「中小企業にイ
ノベーションが求められるようになった背景と現状」についてまとめている。中小企業研究の系譜
をたどると、1960 年代頃までは、「中小企業研究」というと、大企業との生産性の格差を強調した
二重構造論の議論や、大企業の下請けに留まる状況に焦点を当てた研究が数多く確認されている。
しかしながら、1990 年代後半になると、下請け中小企業が「逆境」に直面しながらも新たな活路を
切り開き、大企業依存型の経営から自立を遂げた現象が確認できるようになる。中小企業の研究開
発の現状をデータで確認すると、確かに、研究開発を実施している中小企業の数は多くはないもの
の、それゆえ、様々な直面する課題を解決してイノベーションを実現した中小企業を分析すること
の重要性を指摘している。 
第 2 章では、イノベーションのマネジメントに関する代表的な既存研究を整理している。イノベ
ーションのマネジメントに関する研究では、イノベーションを実現するための資源動員に関する研
究を整理した上で、イノベーションをマネジメントする方向性に関する研究を整理している。これ
らに関する既存研究の多くは、いずれも、大企業に焦点を当てた研究であるため、中小企業のイノ
ベーションに関連する論点も整理した。また、イノベーションの実現を阻む組織固有の要因、すな
わち、組織の限定合理性に焦点を当てた研究を整理した。組織の限定合理性の壁を超えるマネジメ
ントは、イノベーションを実現する上で、極めて重要な検討課題の一つであるためである。さらに、
資源動員の制約を解決してイノベーションを実現する方法として、中小企業の解決の糸口になると
考えられるネットワークの議論や協同戦略についての既存研究を整理している。 
本論文の分析対象となった企業や事例研究に関しては、1998 年 11 月から 2014 年 9 月にかけて
セミ・ストラクチャード方式でのインタビュー調査を実施している。実施されたインタビューは、
インタビュー・ノーツにまとめ、記述を一つひとつ切り離し、KJ 法で整理している。その調査研
究をもとに、本論文では、中小企業がどのようにイノベーションをマネジメントしているのかを 3
つのタイプに分けて検討している。それらは、少ない資源動員量を前提に単一の中小企業が単独で
イノベーションを進めるタイプ（第 3 章）と、単独でイノベーションを進めるものの資源動員のた
めの資金を外部資金によって補うことでイノベーションを進めるタイプ（第 4 章）、複数の組織が
関係性を確立してイノベーションを進めるタイプ（第 5 章）である。 
第 3 章の単独でイノベーションを進めるタイプでは、組織内部においてイノベーションを推進す
るための基本的な姿勢を醸成した上で、組織的態度や具体的行動を継続して進める組織づくりが必
要不可欠であること、また、中小企業が単独でイノベーションを進めるといっても、組織外部のス
テークホルダーとの関係を構築して活用することが肝要である点を指摘している。このようなイノ
ベーションに結びつく機会を提供するステークホルダーのことを本論文では、「筋が良いステーク
ホルダー」と呼んでいる。 
組織外部の筋が良いステークホルダーとつながることは、3 つのメリットを単独企業は享受する。
第一に、立場が異なる筋が良いステークホルダーから寄せられる意見や業務内容は、当該中小企業
にとっては、異なる視点や立場からの指摘であり、結果として組織内部に情報や視点の多様性を増
やすことになり、それが限定合理性の制約を強く受ける中小企業にとって限定合理性のレベルが向
上するよう作用し、「意味の洞察力」（榊原，2012）の向上に結びつき、「事後的進化能力」（藤本，
1997）を高めて結果的にイノベーションを実現する確率を高める循環を作ることに寄与するのであ
る。第二に、筋が良いステークホルダーからの学びが組織内部にポジティブなフィードバックとし
て反映されることである。第三に、組織外部の筋が良いステークホルダーは、別の筋が良いステー
クホルダーとつながっている確率が高く、その意味では、筋が良いステークホルダーが構造的空隙
をつなぐブリッジ（Burt, 1992）としての機能を果たす効果が期待されることである。 
第 4章のイノベーションのための資金的資源動員を補助金事業などの外部資金に採択されること
によって進めるタイプでは、イノベーションのための資金的課題を解決することが中小企業の直面
するイノベーション・マネジメントに関する課題のすべてを解決することにはならないことを明ら
かにしている。確かに、中小企業の掲げる研究テーマが補助金に採択されることの効果は確認でき
るものの、外部資金制度の特性上、イノベーションの到達点が（本来、企業が目指すべき事業化あ
るいは収益化ではなく）実用化におかれてしまっていることに実質的な障害があったのである。ま
た、それゆえ、テクノロジー・プッシュ型かつプロダクト・アウト型のイノベーションが進められ
る傾向が高くなり、顧客ニーズとはかけ離れた実用化がなされてしまうという課題も抱えているこ
とが明らかとなった。これが、外部資金に採択されることでイノベーションのための資金的課題を
解決することができたにもかかわらず、当該企業がしばしば直面する盲点であったのである。 
第 4 章に続く補論では、比較対象として、外部資金に採択された大企業の事例について整理して
いる。大企業の事例においては、外部資金に採択されることで、当該研究テーマが企業内で資源動
員が正当化される可能性を高める効果があることが確認された。すなわち、大企業においてはイノ
ベーションの推進者が、イノベーションのための資金的課題を解決するために外部資金に応募する
というよりは、むしろ、組織内部に対して、イノベーションの理由の固有性そのものの重要性・必
要性を説得して開発研究テーマへの理解を深めてもらう資源動員の正当化の手段として位置づけて
いることが明らかとなった。 
第 5 章では、複数の組織が関係性を構築してイノベーションを進めるタイプとして、あらかじめ
明確な到達目標を定め、その到達目標に合致した特定のステークホルダーを探し出して限られた期
限内に成果を求めるタイプと、複数の中小企業が長期的な関係性を継続するプロセスでメンバーの
各々がイノベーションを遂行するタイプに分別して記述している。前者は、連携のための関係性を
構築した上で小さな規模・単位での連携の経験を積み実績を重ねること、また、それぞれの役割を
明確にして分担することの必要性・重要性を指摘している。 
後者は、東成エレクトロビームを中核とする企業間ネットワークの仕組みと京都試作ネットの仕
組みの細かな事例記述をもとに、一般的にネットワーク関係において発生しやすい知識共有ネット
ワークのジレンマを克服する仕組みについて分析し、長期的関係を継続することのできる要因を明
らかにしている。これらの事例分析から明らかとなったのは、長期的関係性を構築し継続させるこ
とは決して容易ではないものの、そのネットワークが機能し続ける仕組みを埋め込むことに成功す
ることができれば、単独では得ることが難しかったであろう多くのイノベーションの機会を確保し、
イノベーションの実践の場を設けることが可能となることを指摘していることである。 
以上から、本論文によって導き出された知見は、4 つある。第一に、中小企業のイノベーション・
マネジメントを考える上で、第一にすべきことは、（組織内部及び外部の環境をスキャンし探索して
イノベーションに関する兆候を見つけ出すよりも先に）イノベーティブであるための組織づくり、
すなわち、組織内部のイノベーション・マネジメントを行う必要があるということである。第二に、
組織の合理性に限界があるものの、これを前提に克服する方法が 2 つあることが確認されたことで
ある。それは、筋が良いステークホルダーとつながることで多様性を確保することと、複数の組織
が連携してネットワークを構築することによって組織の多様性を高めることで、単独企業が直面し
ているこの合理性の限界の壁を乗り越えることである。第三に、経営資源の制約が大きい中小企業
が単独でイノベーションを実現しようとするのではなく、イノベーションの実現には、ステークホ
ルダーとの関係を構築し、活用することが重要であるということである。第四に、イノベーション
の実現に関しては、そのプロセスにおいて実用化と事業化を意識して区別しなければならないこと
である。 
また、本論文から得られたインプリケーションは 2 つある。第一のインプリケーションは、中小
企業がイノベーションを実現する論理を明確にしたことである。第二のインプリケーションは、知
の探索と知の探索（March, 1991）に関する活動領域を幅広くとらえることの重要性を指摘したこ
とである。 
 
 
論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 
  本研究は、イノベーションの必要性が徐々に高くなってきているが、他方で資
源制約に直面する小規模組織が、イノベーションのマネジメントをいかに行うべき
かという問題に、豊富な事例調査をもとに答えようとするものである。  
第一章では、中小企業研究の系譜を振り返りつつ、小規模組織にもイノベーショ
ンが求められるようになった背景を説明する。第二章ではイノベーションに関する
代表的な理論、イノベーションマネジメントの研究、資源動員の創造的正当化研究、
知の「探索」と「活用」の研究限定合理的な組織を前提としたイノベーションのマ
ネジメントについての研究、中小企業のイノベーション・プロセスの視点を提供す
る研究、のレビューである。 
第三章から第六章は、小規模組織のイノベーションの事例を多数提示しつつ考察
を提示した章である。第三章では、少ない資源動員量を前提に、小規模組織が単独
でイノベーションを実現していくときの要諦が、複数事例から共通項を抽出しそれ
を整理するという帰納的手法を通じて提示される。第四章では小規模組織のイノベ
ーションにおける外部資金の有用性について検討し、資金的な資源動員を確保でき
たとしても、それだけでは十分な解決にはならないと結論付けた。第五章では、複
数の組織が関係性を確立してイノベーションを実行する事例を、スポット的関係と
長期継続的関係に分け、前者では産学連携・異業種交流を、後者では東成エレクト
ロニクスと京都試作ネットワークの事例を取り上げた。結果、小規模組織がイノベ
ーション実現するために、他組織と関係性を構築することの効果が確認された。た
だしその関係性を機能し続けることは容易ではないことも事例から示された。第六
章では上記の定性的調査を踏まえた結論および実務家に対するインプリケーショ
ンが提示され、今後の研究課題を提起して稿が閉じられている。 
本研究は、16年にわたって105回ものインタビュー調査に基づいた労作である。
筆者は小規模組織の経営実態に精通しており、その小規模組織についての知見には
圧倒される。 
他方でいくつか問題も残されている。第一に既存理論に対する本研究の学術的な
貢献が明確ではないという点である。本研究の豊富な事例に比べると、理論レビュ
ー、事例の理論的検討が十分に行われているとは言い難い。確かに理論や概念は文
中に散りばめられているが、それらと事例との接続が不十分である。第二にキーワ
ードとなる、「小規模組織」、「イノベーション」の定義が曖昧である。特に「イ
ノベーション」というキーワードについては、筆者なりの定義は記載されているが、
本研究での重要性を鑑みるに、もっと丁寧なレビューと議論を踏まえた上での定義
が必要であろう。第三に、事例の選択基準が明確ではなく、サンプルバイアスの可
能性がある。本来、事例の選択にあたって、問題意識や仮説に応じて何らかの基準
で取捨選択を行うべきであるが、本研究ではその基準は示されていない。第四とし
て、本研究で提出された小規模組織のためにイノベーションのマネジメントの論理
は、大企業を念頭において作られたイノベーションマネジメントの理論と比べると、
それほど独自性があるとは読み取れない点である。 
以上のように、いくつか深刻な課題は残されているものの、水野氏の行ったフィ
ールドワークの量は他を圧倒するものであり、そこから得られた結論は納得を得ら
れるものになっており、研究として一定のレベルに達していると判断される。 
 
上記の理由から、本論文の審査の結果として、博士（経営学）として「合格」と
判定する。 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
